
現
在
お
持
ち
の
受
給
者
証
は
、
7
月
31
日
で
期

限
が
切
れ
ま
す
。
8
月
以
降
の
新
し
い
受
給
者
証

を
お
渡
し
し
ま
す
の
で
、
次
の
も
の
を
ご
持
参
の

う
え
、
更
新
手
続
き
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

な
お
、
該
当
さ
れ
る
方
に
は
、
事
前
に
案
内
と

申
請
書
を
送
付
し
ま
す
。

①
申
請
書
…
必
要
事
項
の
記
入
・
押
印
を
忘
れ
ず

に
お
願
い
し
ま
す

②
加
入
し
て
い
る
保
険
証
…
対
象
と
な
る
方
全
員

分
を
お
持
ち
く
だ
さ
い

③
現
在
お
持
ち
の
受
給
者
証

有
効
期
限
が
7
月
31
日
に
な
っ
て
い
る
、
左
記

の
認
定
証
は
、
そ
れ
ぞ
れ
更
新
申
請
が
必
要
で
す

の
で
、
認
印
と
保
険
証
を
ご
持
参
の
う
え
、
7
月

25
日
以
降
に
申
請
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

所
得
の
変
動
や
、
世
帯
構
成
の
変
更
等
で
7
月

ま
で
該
当
し
て
い
て
も
8
月
以
降
該
当
し
な
い
場
合

や
、
現
在
該
当
し
て
い
な
く
て
も
8
月
以
降
該
当
に

な
る
場
合
も
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
わ
か
ら
な
い
点
は

上
記
の
担
当
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

○『
国
民
健
康
保
険
限
度
額
適
用
認
定
証
』
…
70

歳
未
満
で
町
県
民
税
課
税
世
帯
の
方

○『
国
民
健
康
保
険
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

減
額
認
定
証
』
…
町
県
民
税
非
課
税
世
帯
の
75

歳
未
満
の
方

○
『
国
民
健
康
保
険
高
齢
者
受
給
者
証
』
の

更
新
に
つ
い
て

70
歳
以
上
の
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
（
一
定

の
障
害
を
お
持
ち
で
、
す
で
に
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
に
加
入
さ
れ
て
い
る
方
は
除
く
）
の
み
な
さ

ま
に
は
、国
民
健
康
保
険
か
ら
『
高
齢
受
給
者
証
』

を
交
付
し
て
お
り
、医
療
機
関
で
の
自
己
負
担
は
、

世
帯
の
所
得
状
況
に
応
じ
て
1
割
も
し
く
は
3
割

の
負
担
と
な
っ
て
い
ま
す
。
毎
年
8
月
1
日
に
新

年
度
所
得
（
今
年
度
は
平
成
24
年
中
の
所
得
）
で

再
判
定
し
更
新
す
る
た
め
現
在
お
持
ち
の
受
給
者

証
の
期
限
は
7
月
31
日
と
な
っ
て
い
ま
す
。

新
し
い
受
給
者
証
を
7
月
下
旬
に
郵
送
し
ま
す

の
で
、
8
月
か
ら
は
必
ず
新
し
い
受
給
者
証
を
ご

使
用
く
だ
さ
い
。

満
67
歳
以
上
70
歳
未
満
の
方
で
、
収
入
や
資
産

の
保
有
状
況
等
の
受
給
要
件
（
次
の
①
～
⑤
の
全

て
）を
満
た
す
方
を
対
象
に
し
た
医
療
制
度
で
す
。

所
得
が
毎
年
変
動
す
る
こ
と
か
ら
、
毎
年
更
新
申

請
が
必
要
で
す
。

該
当
さ
れ
る
方
に
は
事
前
に
案
内
と
申
請
書
を

送
付
し
ま
す
の
で
、
保
険
証
と
認
印
を
ご
持
参
の

う
え
、
手
続
き
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。（
手
続
き

が
遅
れ
た
場
合
は
、
資
格
の
適
用
が
遅
れ
る
場
合

が
ご
ざ
い
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

『
ひ
と
り
親
家
庭
医
療
受
給
者
証
』

「
重
度
心
身
障
害
児（
者
）医
療
費
受
給
者
証
」

の
更
新
手
続
き
に
つ
い
て

各
種
医
療
認
定
証
の

更
新
申
請
に
つ
い
て

国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給
者
証
を

お
持
ち
の
方
へ

『
老
人
医
療
受
給
者
証
』
の

更
新
手
続
き
に
つ
い
て

各種受給者証・認定証の有効期限は、7 月 31 日です。
更新申請が必要ですので、お忘れなく！

【
受
給
要
件
】

①
世
帯
全
員
の
町
県
民
税
が
非
課
税
で
あ
る

こ
と
。

②
世
帯
全
員
の
収
入
の
合
計
が
次
の
基
準
以

下
で
あ
る
こ
と
。（
遺
族
年
金
、
障
害
年
金

等
あ
ら
ゆ
る
収
入
を
含
む
）

1
人
→
1
0
0
万
円

2
人
→
1
4
0
万
円

3
人
→
1
8
0
万
円
（
以
下
1
人
増
え

る
ご
と
に
40
万
円
加
算
）

③
預
貯
金
・
国
債
・
株
式
等
が
3
5
0
万
円

×
世
帯
人
数
以
下
で
あ
る
こ
と
。

④
現
在
お
住
ま
い
の
土
地
・
家
屋
以
外
の
活

用
で
き
る
資
産
（
田
畑
山
林
等
直
ち
に
処

分
が
難
し
い
も
の
は
除
く
）
を
有
し
て
い

な
い
こ
と
。

⑤
世
帯
以
外
の
方
の
扶
養
を
受
け
て
い
な
い

こ
と
。

住 民 課 か ら の お 知 ら せ

■お問い合わせ　吉備庁舎住民課　保険年金班　☎ 52 － 2111

【
ご
注
意
】

今
回
も
1
割
負
担
の
方
の
受
給
者
証
の

「
一
部
負
担
金
の
割
合
」
の
表
示
は
『
2

割
（
平
成
26
年
3
月
31
日
ま
で
は
1
割
）』

と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
平
成
26
年
3
月
31

日
ま
で
は
医
療
機
関
の
窓
口
で
実
際
に
請

求
さ
れ
る
の
は
1
割
で
す
。
こ
れ
は
、
医

療
費
の
8
割
を
国
民
健
康
保
険
が
負
担

し
、
残
り
の
2
割
の
内
1
割
を
暫
定
的
に

国
が
補
助
し
て
く
れ
る
た
め
こ
の
よ
う
な

表
示
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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